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高齢化社会の到来

　現在，日本では超高齢化社会の到来を目前にさ

まざまな問題が顕在化しつつある．厚生労働省の

資料によると，65歳以上の高齢者数は 2025年に

は 3,600万人を超え，2042年にはピークを迎える

と予測されている．また，高齢人口の増加ととも

に認知症を患う高齢者も増加するといわれている 1）．

昨今では認知症に関する話題がマスコミ各社で頻繁

に取り上げられるとともに，いわゆる 2025年問題

に関する報道も数多く見られるなど，認知症高齢者

の増加と若者の減少は現代の日本社会において大き

な問題といっても過言ではない．昨今の人口動態や

産業構造・経済情勢を考えると，認知症の予防と改

善は可及的速やかに解決すべき問題であることはい

うまでもない．さて，ここで話を全国的な視点から

地域の視点に移してみよう．

地域における高齢化とその課題

　図 -1は，総務省統計局が発表している人口推計
（2016年）の一部をグラフにしたものである 2）．横

軸は各年齢層，縦軸は全人口に対する各年齢層の割

合であり，赤線は全国，緑線は三重県，青線は志摩

市，紫線は四日市市の構成を示している．三重県は

本州のほぼ中央に位置する人口約 180万人の県で

あり，愛知県とともに東海圏の経済の一端を担って

いる．また，同データによると三重県の人口構成比

はおおむね全国平均と一致しており，日本の平均的

な県であるといえる．しかしながら，県内の産業構

成や人口動態などについては，県北部と南部で大き

な差違が見られる（いわゆる南北問題）．たとえば，

2016年に先進国首脳会議が開催されたことで有名

になった志摩市は三重県南部に位置する人口約 5万

人の地方都市であるが，同市は 1900年代後半を頂

点に人口が減少し続けている．このグラフからも分

かるように，志摩市のような県南部の地方都市では

20～ 40代の主要労働力となる年代の人口構成比が

全国や三重県全体のそれと比較して著しく低い．そ

の一方，60歳以上の年齢層の構成比が大きく上回っ

ており，同市の高齢化が急速に進んでいることがう

かがえる．このような現状から，県南部の地域は

日本の 10 年後の姿であると指摘する研究者もいる．

このような状況は同市に限ったことではなく，ほか

の市町村あるいは他県においても同様の状況である
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■図 -1　全人口に対する各年齢層別の構成比率（全国，三重県，四日
市市，志摩市）
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ことは容易に想像できよう．また，四日市市といっ

た県北部の中核都市においては，これらの地域と比

較して高齢化の度合いは低いものの，今後 10年間

で県南部，あるいはそれ以上の高齢化社会になる可

能性が高い．このような傾向については，厚生労働

省の資料においても指摘されており，特に 75歳以

上の人口は都市部では急速に増加するとされている．

このような現状を勘案すると，高齢者が健康で生活

できる（健康寿命が長い）ライフスタイルの実現に

向けた研究開発が重要であることはいうまでもない．

介護の現場における取り組み事例と
課題

　このような社会背景から現在では介護，特に認知

症に関連する研究開発が進められている．これらの

取り組みについて最も多いのは製薬や治療方法と

いった医学的なアプローチであるが，近年では工学

的なアプローチによる取り組みも増えつつある．こ

こでは，それらの取り組みの中で筆者が興味深いと

感じたものをいくつか紹介するとともに，今後の展

開や動向について紹介する．

ロボットを用いた介護現場での取り組み
　ロボティクスは日本が世界を牽引する研究分野の

1つであるとともに，さまざまな分野において応用

研究が進められている．介護・福祉分野についても

例外ではなく，多くの研究者がさまざまな研究を進

めている．介護・福祉分野におけるロボティクスの

応用としては，（1）介護施設職員の支援，（2）施

設利用者の自律支援，さらに（3）コミュケーショ

ンや見守りなどといったカテゴリに大きく分類する

ことができる．（1）の場合は，筑波大学のロボット

スーツ HAL3）や東京理科大学のマッスルスーツ 4），

フランスベッドが開発した寝返りを支援するため

のベッドなどが該当する．また（2）のアプローチ

としては，本田技研工業の Honda歩行アシストや，

安川電機の ReWalk，パナソニックエイジフリーの

離床アシストロボットなどがこれに該当する．これ

らの製品は，介護施設職員や施設利用者を直接支援

するようなコンセプトであると考えることができる．

その一方，（3）のアプローチは前述のものとは異

なり，施設利用者とさまざまな形態でコミュニケー

ションをとることで利用者の活動の向上や見守りな

どを目的としたものである．これらの目的で開発さ

れたロボットとしては，産総研のアザラシ型ロボッ

ト「パロ」やユカイ工学の Qooboなどが挙げられる．

このように，ロボティクス分野においては大学発ベ

ンチャーが立ち上がるなど大学での研究成果を製品

化する動きも盛んである．

認知機能・運動機能評価に関する取り組み
　上述のように，施設職員や利用者を支援するため

の研究開発が進められている一方で，介護施設に

とっては利用者の日常生活中の行動の介助に加えて，

認知症や運動機能の低下を予防することも重要な課

題である．そのため，近年では健康寿命の観点から

も認知症の予防や運動機能の低下を防止を目的とし

た取り組みも進められている．たとえば，文献 5）

では，時計描画テストや高齢者によって描かれた図

形などから認知症の有無を早期に検出し，治療へ繋

げるための方法について検討している．運動機能

の評価については，Microsoft Kinectの発売をきっ

かけにモーションキャプチャ技術が手軽に入手・実

装できるようになったため，比較的安価にシステム

を構築することも可能となった．図 -2 は，筆者の

研究室で開発している運動機能評価システムである．

ここでは被験者となる施設利用者に簡単な計算問題

やゲームを行ってもらい，そのときに手足の動きや

その速さから被験者の運動機能を評価している．ま

た同時に，ゲーム実施中の顔の表情等もリアルタイ

ムに計測し，それらの情報も認知症の進行度評価に

活用しようとシステム開発を進めている．

　しかしながら，認知症の進行度を評価するにはこ
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れらの結果のみではなく日常の行動パターンや会話

の内容，仕草といったものから総合的に判断するた

め，上述のような方法のみを用いて被験者の認知症

の進行度を正確に評価することは難しい．今後は，

各研究者が独自に進めている研究内容を何らかの形

でインテグレートできるような共通基盤を作るとと

もに，それらの情報を用いて認知症の進行度をさま

ざまな観点から測定・評価するよう全国の研究者が

積極的に連携していく必要がある．

　なお，本題とは少し離れるが，このような取り組

みは認知症の進行度評価にかかわらず，メンタルヘ

ルス分野においても広く活用することが可能である．

たとえば，米軍をはじめとする軍事組織において隊

員のメンタルヘルスに関する問題は深刻である．日

本の自衛隊においても，災害派遣後等における隊員

へのメンタルヘルス対策についても議論がなされて

いる 6）．このような場面においても同様のシステム

を活用することができると思われる．

介護記録の電子化とデータ集約の必要性
　現在，病院や診療所をはじめとする医療の現場で

は多くの情報システムが導入されており，診療記録

の電子化も急速に進んでいる．一方，介護・福祉の

分野における介護記録の電子化は，医療のそれと比

較してお世辞にも速いとはいえない現実がある．

　図 -3は，施設内にあるヘルパーステーションで

ある．写真からも分かるように，ステーション内に

は PC やモニタ，プリンタといった機器はなく，介

護の記録は紙ベースで行われている．このような光

景は決して特別ではなく，いまだ多くの事業所が多

くの時間を費やして手書きの介護記録を作成してい

るのが現状である．もちろん，一部の施設において

は介護記録作成や介護報酬のためのシステムを積極

的に導入している施設もある．しかしながら，これ

らのシステムに対する初期投資やランニングコスト

の観点から，多くの施設では導入に踏み切れない状

況下にある．筆者も共同研究先の介護施設を何度も

見学させていただいているが，現在も手書きで各利

用者の介護記録を作成するとともに，それらを転記

して介護報酬や監査に必要な書類を作成している．

このような転記作業は転記ミスのきっかけになると

ともに職員がこれらの作業に時間を割くことになっ

てしまう．その結果，施設職員が利用者への介護に

費やす時間の減少や介護の質の向上の妨げにもなり

かねない．現在，介護自体に対する何らかの改善や

支援を目的としたシステムは数多く存在するものの，

その周辺を支援するシステムについては充実してい

るとはいえない状況である．「働き方改革」という

言葉も耳にする昨今，本当に介護の質を向上させる

ために研究者はこのような部分にも注目していく必

要があると考える．

■図 -2　Kinectを用いた運動機能評価（筆者撮影） ■図 -3　ヘルパーステーションの様子（筆者撮影）
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　本稿では，日本における高齢化ならびに介護施設

の課題について実例を挙げながら紹介するとともに，

現在の取り組みについて簡単に紹介した．介護現場

は他業種とは異なり，情報化という観点からは先進

的であるとは言いがたい．また，度重なる介護報酬

制度の改定により業界は厳しい状況に立たされてい

る．介護や福祉の現場においては，多くの問題がい

まだ解決されておらず，現場の施設職員は大変な思

いをしながら働いている．このような状況から一刻

も早く脱却するには，情報工学の研究者が介護や福

祉の現場に積極的に参加し，介護現場で働くヘル

パーや施設職員からニーズをいかにうまく汲み上げ

ながら現場のニーズに沿ったソリューションを提案

できるかが成功へのカギとなる．まずは，職員や利

用者を支援する，あるいは認知症や運動機能の低下

を予防するにはどのようなシステムが望まれるのか

を思案してみるのはどうだろうか．今後，介護・福

祉の分野において情報工学が大きな役割を担うこと

になるのは間違いない．
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